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間接被害者の賠償請求に関する
覚え書き
―代表者の受傷による個人会社の損害を念頭に―
伊 藤 雄 司
．はじめに
ある人が何らかの不法行為（例えば交通事故）により，傷害を負ったと
する。この場合，事故の被害者は，加害者に対して不法行為に基づく損害
賠償請求をなし得る。そこで賠償の対象となる損害
（１）
には，色々なものが考
えられる。典型的には，怪我の治療費や精神的苦痛に対する慰謝料などで
あるが，この他に，事故によって被害者に何らかの収入の減少が生じた場
合には，これも賠償の対象である損害に含まれるであろう。例えば，俳優
業を営んでいる者が事故のために舞台をキャンセルせざるを得なかったこ
とによる収入の減少，左官業に従事している者が現場に出られなかったこ
とによる収入の減少は，加害者が賠償しなければならない損害に含まれる
ことに異論はないと思われる。しかし，もしこの被害者が俳優業，左官業
を個人で営んでいるのではなく法人の形で営んでいる場合にはどうであろ
うか。この場合には，損害は，被害者個人ではなく，被害者が営む会社に
生じているように見える。そこで，事故の被害者がこの収入の減少につい
て，加害者に対して不法行為に基づく損害賠償請求を行うことができるか，
あるいは，法人格を与えられた会社は，会社自体が被害者であるとして不
法行為に基づく損害賠償請求権の主体となりうるのかが問題となる
（２）
。
我が国では，税務上の理由などから，個人企業主が自らの事業を会社形
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態で営むいわゆる法人成りが多いといわれ，上記の問題については，以前
より議論があったところである。判例としては，後掲の最高裁昭和４３年判
決がリーディングケースとされ，現在の下級審実務は，概ねこの判決が示
した基準によって事案を解決しているようである。本稿は，同判決が示し
た基準について，若干の検討を加えることを目的とする。
．学説
冒頭に示した問題は，これまでの学説においては，一般に「企業損害」
に関する問題として議論されてきた。すなわち，実質的な個人企業が会社
形態で事業を営んでいる場合における会社代表者の負傷の事例に限られず，
通常の企業において従業員の就労不能による損害が生じた場合をも包含す
る形で議論が組み立てられている
（３）
。そのような文脈において，我が国の学
説は，伝統的に次の４つに分類されてきた
（４）
。
相当因果関係説
この見解によると，加害者は，会社に生じた損害についても，加害行為
と損害との間に相当因果関係が認められる限りで，その損害を賠償すべき
であるとされる
（５）
。我が国の民法７０９条１項の文言上，賠償の対象となる損
害は，「権利侵害」（ないし「法律上保護される利益」の侵害）を受けた者
の損害に限定されておらず，「権利侵害」と相当因果関係に立つ結果とし
て，損害を被った者は，不法行為に基づく損害賠償請求をなし得るとする
ものである。この見解においては，会社による損害賠償請求が可能かどう
かは，もっぱら相当因果関係の有無がどのように判断されるかにかかるこ
ととなる。ある見解は，個人会社に限定されず，「大会社のノウ・ハウを
知っている役員・従業員」の受傷による損害についても相当因果関係にあ
るものとして賠償の対象になり得ることを示唆する
（６）
。しかし，大会社にお
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ける従業員の就労不能の場合にも，相当因果関係を肯定する見解は少数で
ある。相当因果関係説を採用した初期の裁判例である，東京地裁昭和４２年
１２月８日判決
（７）
も，「原告会社はいわゆる個人会社であって，その事業の実
態は個人企業と異ならず，経営成績はひとえに原告 A［原告会社代表者］
個人の活動に依存していたものであ」り，「このような場合には，その個人
会社の中心的存在たる者が傷害せられることによってその会社に生じた損
害は，右の者の傷害事故と相当因果関係ありというべきである」として，
相当因果関係の判断において，会社が実質的な個人企業であるかどうかを
重視している。
債権侵害説
（８）
従業員等の就労不能による損害を会社の労務給付請求権の侵害として把
握する立場である。会社が実質的な個人企業であるかどうかという点を重
視せず，債権侵害と不法行為の成否に関する一般論との関わりで事案を処
理する。結果として，債権侵害による不法行為の成立に強度の違法性を要
求する通説に従うかぎり，例外的な場合を除いて会社の損害賠償請求権は
否定されることとなる。この説に従ったとみられる裁判例としては，東京
高裁昭和３５年２月１５日判決
（９）
があるが，同判決も会社の損害についての加害
者の故意・過失を否定して，損害賠償請求を棄却している。
権利主体性原則否定説
不法行為に基づく賠償請求の権利主体は，直接被害者に限られることを
前提に，例外として，会社と直接被害者との間に「経済的同一体」ないし
「財布共通の関係」が認められる場合に限り，間接被害者たる会社にも損
害賠償請求権が認められるとする見解である
（１０）
。この見解によれば，実質的
な個人企業についてのみ，会社側からの損害賠償請求の可能性を認めうる
ことになる。
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権利主体性全面否定説
間接被害者について，不法行為に基づく損害賠償請求権の権利主体性を
全面的に否定し，直接被害者だけが損害賠償請求をなし得るとする見解で
ある。個人会社の代表者が負傷した事例については，役員報酬額を限度と
して直接被害者である代表者個人の損害賠償請求を肯定すれば足りるとす
る。代表的な見解は，「会社が代表者個人と別には実在しないと評価しう
る場合にこそ会社に独自の権利主体性を肯認するというのは背理で」あり，
そうであれば，むしろ代表者個人に集約して損害を肯定するべきであると
いう。それによると，会社が代表者に対して報酬を支払い続けた場合には，
会社には「肩代わり理論」により損害賠償請求を認めることができるので
あり，これを超えて「個人会社を保護するために，あえて個人会社の場合
を例外的に権利主体として認めることの必然性はない」とする
（１１）
。
以上の議論は，その唱えられた時期も問題意識も異なるため，並列的に
当否を論じることは適切ではないかも知れないが，あえて同一の平面で検
討すると，おそらく，議論が分かれるのは，いわゆる個人会社に生じた損
害について，通常の企業損害と区別して，特別の扱いを認めるかどうか，
という点であると思われる。この点で，相当因果関係説のうち前掲東京地
裁昭和４２年判決の見解と原則否定説といわれる見解は，いずれも，個人会
社における特殊性を認めて，会社からの損害賠償請求を容認するものであ
る。両者の違いは，実質的なものというよりも，このような特別扱いの根
拠を相当因果関係という一般性を有する法理で説明するか，あるいは，端
的にこれを例外と説明するかという修辞の問題にとどまる。
これに対して，債権侵害説と全面否定説はいずれも個人会社に生じた損
害の特殊性を認めず，一般の企業損害と同列に取り扱おうとするものであ
る。ただし，全面否定説は，法人形態をとらない個人企業に生じた損害の
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場合との均衡について一定の理解を示した上で，法人形態を選択した以上，
被害者側に一定の不利益が生じてもやむを得ないという判断を明示する点
で注目される
（１２）
。
このような理論状況を前提とした場合，まず問題となるのは，実質的な
個人企業における代表者の受傷の場合を特別扱いすることが正当化される
か，という点であると思われる。正当化されるとして，その理論的根拠は
どこに求められ，また，特別扱いされる基準はどのようなものであろうか。
理論的根拠についていえば，相当因果関係説は，すでに指摘されているよ
うに結論を正当化するための方便という色彩が強く
（１３）
，また，実際上の適用
を左右するべき基準を導き出すことはできない
（１４）
。また，個人会社を特別に
論ずる必要性は，端的には，「法人成りしないままであったと仮定すれば，
個人企業における経営者個人の損害として賠償請求が肯認されたであろう
ものが，企業の実態は同じく，負傷した者も同じなのに，法人成りしたと
いう理由だけでひっくり返るとしたら，その結論は不自然」
（１５）
であるという
バランス論に支えられるが，そのようなバランス論は，価値判断に支えら
れるものであるだけに，全面否定説に対して説得力のある反論をなしえな
いように思われる。
．判例
現在の下級審実務の指針となっているのが，次に紹介する最高裁昭和４３
年判決である。
最高裁昭和４３年１１月１５日判決民集２２巻１２号２６１４頁
【事実】Aは薬剤師であり，納税上の理由から X有限会社を設立し，有
限会社形態で薬種業を営んでいたものである。Y（第一審被告，上告人）
は，スクーターを運転中，Aに衝突し，顔面挫傷，失明等の傷害を負わせ
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た。このため，Aは営業能力が低下し，X会社の収益が減少するに至った。
X会社は，Yに対して，不法行為に基づく損害賠償を求めて提訴。原審は，
「ある人に対し直接加えられた加害行為の結果，その人以外の第三者に損
害が生じた場合でも，加害行為とこの損害との間に相当因果関係が存する
かぎり，不法行為者は第三者について生じた損害を賠償しなければならな
い」として，X会社が実質上は A個人の営業であることなどを指摘した
上で，相当因果関係を認め，X会社の請求を認容した。Yが上告。
【判旨】上告棄却。
「本件において，Yの過失により惹起された加害行為の直接の被害者と
なつたのは Aであり，同人の負傷により得べかりし利益を喪失したと主
張してその損害の賠償を求めるのは，同人を代表者とする X会社であっ
て，法律上，両者が人格を異にすることは所論のとおりである。
しかし，原判決の確定するところによれば，Aは，もと個人で A薬局
という商号のもとに薬種業を営んでいたのを，いったん合資会社組織に改
めた後これを解散し，その後ふたたび個人で Xという商号のもとに営業
を続けたが，納税上個人企業による経営は不利であるということから，昭
和３３年１０月１日有限会社形態の X会社を設立し，以後これを経営したも
のであるが，社員は Aとその妻 Bの両名だけで，Aが唯一の取締役であ
ると同時に，法律上当然に X会社を代表する取締役であって，Bは名目
上の社員であるにとどまり，取締役ではなく，X会社には A以外に薬剤
師はおらず，X会社は，いわば形式上有限会社という法形態をとったにと
どまる，実質上 A個人の営業であって，Aを離れて X会社の存続は考え
ることができず，X会社にとって，同人は余人をもって代えることのでき
ない不可欠の存在である，というのである。
すなわち，これを約言すれば，X会社は法人とは名ばかりの，俗にいう
個人会社であり，その実権は従前同様 A個人に集中して，同人には X会
社の機関としての代替性がなく，経済的に同人と X会社とは一体をなす
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関係にあるものと認められるのであって，かかる原審認定の事実関係のも
とにおいては，原審が，Yの Aに対する加害行為と同人の受傷による X
会社の利益の逸失との間に相当因果関係の存することを認め，形式上間接
の被害者たる X会社の本訴請求を認容しうべきものとした判断は，正当
である。」
本判決については，相当因果関係説を採用する原審の判断を追認する形
で書かれているため，同説を採用したものとする理解もある
（１６）
。他方で，権
利主体性原則否定説を採用するものであるとする理解もある
（１７）
。しかし，い
ずれにしても，判旨の意義はそのような形式的な論理構成の問題にあるの
ではなく，原則として企業損害一般については企業側からの損害賠償請求
は認められないことを前提に，いわゆる個人会社の場合には例外的に損害
賠償請求が認められるとした点
（１８）
，また，その際に基準となるべき考慮要素
が何であるかについて論じた点にあるといえる
（１９）
。具体的には，会社が法人
とは名ばかりの個人会社であること，直接被害者に機関としての代替性が
ないこと，会社と直接被害者との間に経済的な一体性が認められることが
その基準といえる。本判決以降の裁判例の展開は，本判決の基準を前提に
それをより具体化するものであったといえよう
（２０）
。以下では，この問題を扱
う下級審裁判例の分析を試みたい
（２１）
。
東京地判昭和４５年１０月３１日判タ２６１号３３３頁（賠償請求肯定例）
消火器火災報知器等の販売業。共同出資者，共同営業者がいないことか
ら，「X会社は，全く Aの個人企業にすぎない」とされた。その上で，A
に請求権が認められるが，Aがこれを自己の損害として請求しない以上，
X会社の損害と認めて差し支えないものとされた。「X会社は Aの個人企
業であるから，X会社の損害というも Aの損害であることに変わりがな
い。本件において Aは，得べかりし利益についてのみ X会社の損害とし
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て請求しているから，Aに得べかりし利益の請求権が認められ，これを自
己の損害として請求しない以上，X会社の損害として認めても，何ら差支
がないものというべきである」
大阪地判昭和４６年６月３０日判タ２７０号３３８頁（賠償請求肯定例）
断熱ドアの設計製作，取付を業務内容とする会社（有限会社）。Aの個
人企業として発足し，従業員１０名程度。Aにおいて，「材料の仕入れ，得
意先との折衝，注文取り，設計，現場での仕事の段取り，指揮，監督等，
その殆んどを掌握していた」。「X会社は，有限会社ではあるけれども，右
認定のとおり，Aの個人企業と同視し得る程度のものであり，X会社の損
益はすなわち Aの損害と実質においてほぼ等しいものとみることができ
るから，事故以前の営業成績を維持せんがために X会社が支出を余儀な
くされた経費のうち，損害の公平な分担の観点から相当性の肯定される限
度において，本件事故と相当因果関係のある損害と評価するのが妥当であ
る」
東京地判昭和４７年１月３１日判タ２７６号３３０頁（賠償請求否定例）
土建業。X会社代表者 Aの受傷のため，請負工事遅延による損害金の
支払いを余儀なくされた事案。「Aは昭和２４年頃から土建業を営んでいた
が，社会的信用を得べく，昭和３９年４月頃，妻の実家等から資金援助を得，
同人らをも株主とする X会社を設立し，以後 Aが代表取締役の地位にあ
った」。また，X会社においては，「鉄骨建築の職人の手配，工事手順の手
配ができるのは Aだけであった」。「X会社には A以外にも実質的な株主
が存在するというのであるから，X会社と Aが経済的に一体の関係にあ
るとみることもできない」として賠償請求を認めなかった。
東京地裁昭和４８年２月１５日判決交民６巻１号２７０頁（賠償請求肯定例）
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化粧品の製造・販売・卸業。「業務一切は挙げて Aに委任され，Aが一
人でその運営にあたって」おり，A以外の従業員は，パートタイマー制か
日給制で働く女子の工員または事務員であって，「製造から販売，集金に
至るまで，すべて Aの双肩にかか」っていた。X会社は，株式の過半数
を代表取締役でもある訴外 Bが有していたが，倒産のために，筆頭債権
者である Bが就任したものにすぎなかった。「右認定事実によれば，X会
社は，Aの運営に係るいわゆる個人会社であって，経済的には Aと一体
の関係にあるものと認めるのが相当である」
水戸地裁日立支部昭和４９年１２月２３日判決交民７巻６号１９２９頁（賠償請
求肯定例）
牛乳，乳製品，各種飲料品の販売業。A・B夫婦の受傷によって生じた
X会社の売上減少による損害の賠償請求を認めた。Aが代表取締役，Bは
取締役であり，A・B夫婦が仕入れ，配達，店頭販売，集金，販路拡張，
経理事務の全てを担当し，配達に一部に一名の雇人を従事させるほか，経
営の全ては A・B夫婦が掌理し，運営するものであることから，「X会社
は，いわば株式会社という法形態をとった，実質上は A・B夫婦の個人営
業と異なるところがない，A・B夫婦を離れて X会社の存続の考えられな
い小規模な個人会社であ」り，「法人とは名ばかりのいわゆる個人会社で
あり，直接の被害者には当該会社の機関としての代替性がなく，直接の被
害者と会社とが経済的に一体をなす関係にあるようなきわめて小規模な個
人会社である場合」にあたるとした。
札幌地裁昭和５０年３月３１日判決ジュリ５９８号６頁（賠償請求肯定例）
保温保冷等の工事の請負業。Aが代表取締役，その他の取締役は名目的
なものであり，出資も実質的には全額 Aの出資にかかるものであった。「X
会社の運営はひとえに Aの手腕と采配にかかり，ことに工事の受注は低
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額のものを除き Aの公私にわたる不断の努力と A自身の信用によっては
じめてもたらされるものであった。してみれば，X会社と A間に経済的
同一体の関係があ」るとされた。
岡山地裁倉敷支部判決昭和５５年２月４日交民１３巻１号１８１頁（賠償請
求否定例）
土木建築請負業。従業員数１５名。A（代表取締役）・B（取締役）夫婦の
受傷により，X会社の収益減少による損害が生じたと主張された事例（出
資についての明示的認定はなし）。完成工事高（昭和４６年９月からの一年
間で８６００万円あまりなど），資本金が事故後に８００万円に引き上げられてい
ること，税理士により会計帳簿は整理され，毎決算期に税務署へ確定申告
をしており，その経理は原告 A・B夫婦の個人的会計とは截然と区別され
ていることから，「X会社と A・B夫婦の間に『経済的一体性』ないし『財
布は一つ』の関係は認められず，Yの A・Bに対する加害行為と Aらの受
傷による X会社の利益の逸失との間に相当因果関係が存」しないとされ
た。
佐賀地裁昭和５５年３月３日判決交民１３巻２号３３６頁（賠償請求否定例）
電気工事下請け事業（有限会社）。「税金対策，対外的信用，仕事の充実
を目指すこと等を目指して設立されたものであり，Aが８０万円，Aの妻 B
が２０万円を出資することによって設立されている。Aは，昭和４６年以降現
在まで X会社の代表取締役を務めており，また，X会社の従業員は事故当
時１２名くらいであった。X会社は税理士に依頼して会社として事業年度ご
とにきちんとした決算報告書を作り，かつ，それによれば，本件事故当時
の年間売上高は９０００万円にのぼっている」ことから経済的一体性の存在に
ついて積極的な心証がとれないとし，さらに，「Aが，税務対策上，対外
的信用上等の理由で会社組織にし，一面では利益を得てきたであろう反面，
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思いがけない代表的人物の交通事故により X会社が何ほどかの逸失利益
の損害を被り，その請求ができないとしても，会社組織にした負の側面が
顕在化したにすぎず，この点のみの不当性を力説するのは，法全体の衡平
の見地から見た場合必ずしも当を得たものとはいえないと思われる」とし
た。
名古屋地裁昭和５８年９月３０日判決交民１６巻５号１３２８頁（賠償請求肯定
例）
出版，翻訳その他紙製品の製造，加工，販売及びコンベンションサービ
スを主たる業とする会社。具体的な内容は，医学専門書の翻訳，出版，医
学に関する国際及び国内会議の計画の立案，開催手続，運営の受託など。
（ママ）
「［X会社の］の業務執行には医学に関する専門知識，医学会における信用
等の特別の素養，能力を必要とするが，かかる素養，能力をもった者は代
表取締役たる A以外には存在しないこと，そのため，業務執行の中枢部
分は Aが一人でこれを切り回し，従業員４名は，Aの指揮を受けその手
足となって業務に当たっているのが実情であ」り，「X会社は俗にいう個
人会社であって，その実権は代表取締役たる Aに集中し，Aには X会社
の機関としての代替性が無く，経済的には Aと X会社とは一体をなす関
係にあることが認められる」として，当期の見込み利益と現実に生じた損
失の差額を X会社の損害とした。
岡山地裁倉敷支部判決昭和５８年１０月６日交民１６巻５号１３７２頁（賠償請
求否定例）
化学産業装置設備の修理保全，配管工事を業務内容とする有限会社。A
をその代表取締役とし，同人の妻 Bを名目上その取締役とするだけの従
業員９名程度の小規模な会社であった。「元請けとの折衝，受注，見積も
り，現場での仕事の段取り，指揮監督はもとより資金繰り，会計帳簿類の
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記帳に至るまで対外的対内的［に］重要なことは全て Aが掌握していた。」
「右認定の事実によれば，X会社は法人組織をとっていても，その企業規
模，経営の実態において Aに全面的に依存しているいわゆる個人会社で
あると見ることができ，Aは代替性のない存在であるから同人と X会社
は経済的に一体をなす関係にあるというべきである。したがって，X会社
の損害［が］いわゆる間接損害であっても受傷者個人と企業が右のような
関係にある場合に限っては，Aの受傷によって不可避的に発生すると至っ
たと認められる X会社の損害があるならば，Yはその損害を賠償する責任
を負うべきであると解される。」（ただし，X会社の倒産が代表者の受傷に
起因するものと認定できる証拠がないとした上で，代表者の慰謝料におい
て倒産の事実を加味して算定している）。
東京地裁昭和５８年１１月１４日判決判タ５２３号１９８頁（賠償請求肯定例）
建設業。代表取締役である A以外の役員は名目的なものであり，Aが
自らの判断で業務執行にあたっていた。また，実際の出資者は Aのみで
あった。X会社は，事業の性質上多額の事業資金を必要とするが，A名義
の借入金と X名義の借入金とが渾然一体となって事業資金に利用されて
いたこと，Aの妻や義姉らが経理事務，電話番等に従事する他は，Aが采
配を振るって事業を行っていることを認定した上で，「X会社は，法人と
は名ばかりの Aの個人会社というべきであり，Aの代表者としての代替
性はなく，かつ Aと X会社とはいわゆる財布共通の関係にあり経済的に
同一体とみることができる。したがって，本件では，前述したいわゆる企
業損害の賠償を求めうる場合に当る」とした。なお，本件においては，X
会社に生じた損害について，Aと X会社の主観的予備的併合の形で損害
賠償請求がなされており，判決は次のように述べて，A個人の損害賠償請
求を認容したものである。「企業損害を請求しうる場合の損害賠償請求権
者は，結局，法人格を取得している企業の独自性を否定することを前提に
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するわけであるから，個人企業主が受傷した場合と同様，原則として代表
者個人と解するのが相当であり，ただ企業（会社）の名をもつて請求して
きた場合にも，あえてその請求権を否定するほどのことはなく，右の場合
の代表者と企業（会社）との関係は連帯債権類似の関係にあるというべき
である」。
福岡地裁昭和６１年４月２８日判決交民１９巻２号５７８頁（賠償請求肯定例）
宝石販売を業とする有限会社。繊維製品の販売業をしていた Aが繊維
製品の販売，貴金属，宝石類の卸，小売等を営業目的とする X会社を設
立したもの。同会社の役員は代表取締役の A，取締役の Bおよび Cから
構成されているが，Bは Aの実弟であり同人の指示を得て営業に従事し，
Cは運転手としての職務に従事していた。判旨は，「右事実によると，X
会社は Aのいわゆる個人会社であり，Aに機関としての代替性がなく，A
と X会社とが経済的に一体をなすものと判断できるから，X会社は Aの
負傷のため利益を逸失したことによろ損害の賠償を Yらに請求すること
ができる関係にある」とする。
東京地裁昭和６３年８月２６日判決交民２１巻４号８５９頁（賠償請求否定例）
美容院を経営する有限会社。代表者 Aの受傷により，Aが店頭に立つ
尾山台店の収益が減少したとして損害賠償請求がなされた事案。「X会社
は，三軒茶屋店と尾山台店の２店を有し，従業員は Aを含め１６名で，セ
ット台１５台，シャンプー台６台等の設備を備え，法人としての納税申告等
も公認会計士，税理士が関与してなされている企業である。Aは，X会社
の代表取締役で本給月額３０万円を受け，同美容室の経営全般を取り仕切っ
ているものであるが，主として尾山台店で仕事に従事し，三軒茶屋店は他
人に任せている。X会社が営業利益の減少について賠償を求めるには，X
会社が法人とは名ばかりの，いわゆる個人会社であり，その実権は A個
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人に集中して，経済的に原告らは一体をなす関係になければならないとこ
ろ右の企業規模等から Aと X会社とは経済的一体性があるとはいえない
から，X会社の請求は認められない。」
東京地裁平成４年９月１１日判決交民２５巻５号１１２３頁（賠償請求否定例）
バンドの興行の企画，製作を主たる業務とする株式会社。ドラム奏者 A
を含むバンドメンバー４名が取締役であり，バンドのマネージャーが代表
取締役であった。Aが受傷したために中止された公演の利益が損害として
主張された。「Aは X会社の取締役ではあるけれども，その収入，支出の
面では一構成員にすぎず，X会社と経済的同一体の関係にあるとは認めら
れない。従って，損害を認めることはできない。」
東京地裁平成８年３月１９日判決交民２９巻２号４０９頁（賠償請求否定例）
作業服，防寒具等の製造販売を業とする株式会社。代表取締役 A及びそ
の家族，Aが一人社員である有限会社が株主であった。Aの受傷による休
業のため売上が減少した。従業員が相当数いること（正社員４名，パート
タイム従業員８名），Aの休業中の売上減少が１割程度であることから経
済的一体性を否定した。「X会社は Aの指揮の下に活動しているとしても，
同人がいなければ X会社の経営が成り立たないというものではないし，
また，経済的に Aと X会社が一体をなす関係にあるということができな
い。したがって，本件事故と X会社が被った間接損害には相当因果関係
を欠く。」
大阪地裁平成８年１２月２６日判決交民２９巻６号１８８２頁（賠償請求否定例）
機械工具の製作販売等を目的とする株式会社（同族会社）。代表取締役
であった Aは，事故当時営業活動に従事し，６，７割の売上を事故当時
に上げていたが，Aの死亡により X会社は事実上倒産。資本金額，総売
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上高，従業員数，納税への税理士の関与といった事情から経済的一体性を
否定した。「本件事故発生前の平成３年３月２１日から平成４年３月２０日の
事業年度における同社の資本金額は３３５０万円であり，総売上高が約２億
２７６８万円であったこと，本件事故当時，同社には約８名の従業員が稼働し
ていたこと，法人としての納税申告等も税理士が関与していたこと等の事
情も認められ，これらの事情を斟酌すれば，X会社が亡 Aのいわゆる個
人会社であり，亡 Aに X会社の機関としての代替性がないとまでは言い
難いから，亡 Aと X会社とが経済的に一体をなしているとは認められな
い。」
大阪地裁平成１０年４月７日判決交民３１巻２号５５３頁（賠償請求肯定例）
水門鉄扉の据付施工を行う株式会社。Aの受傷による収益減少について
賠償請求。Aは X会社の営業活動，工事の割り振り，段取り，現場監督
等を行っており，X会社の従業員は Aとともに現場に赴く者２名，事務
を行うパートタイム１名であった。「X会社は，いわゆる個人会社であり，
その業務は代表者たる Aの個人的な能力に負うところが大きいと認めら
れ，Aには機関としての代替性がなく，Aと X会社との間には経済的一体
性があると認められる。」
大阪地裁平成１１年３月４日判決交民３２巻２号４６１頁（賠償請求否定例）
大阪中央卸売市場において果実仲卸業を営む有限会社。代表取締役 A
の受傷により余儀なくされた借入金１５００万円のうち１０００万円を損害として
主張。Aの妻 B，従業員 C，Dが月額報酬として，それぞれ，３０万円，３４
万円，２６万円であったことから，「X会社が法人とは名ばかりの存在であ
るとは直ちに認めがた」いとして請求を棄却した。
東京地裁平成１４年６月２５日判決交民３５巻３号８８０頁（賠償請求否定例）
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コンピュータソフトウエアの企画・製作及び販売を目的とする株式会社。
取締役 Aの受傷により，一部業務を外注したことによる損害の賠償を請
求。Aは X会社を設立した４名のうちの一人であるが，X会社には，A以
外にも３名の取締役がおり，この３名も各部門の責任者を務めていること
などから経済的一体性を否定。「Aは，X会社を設立した四人のうちの一
人であり，同社の取締役であるものの，X会社には，Aのほかに代表取締
役を含めて３人の取締役がおり，この３人は社長又は各部門の責任者を務
めている上，これらの者も含め本件事故当時の社員は約１１人であったこと
が認められる……。このような事情に照らせば，X会社と Aの間に経済
的一体性があるということは到底でき［ない］」。
以上の裁判例からは，最高裁判決の基準が次のような形で具体化されて
いると言うことができるのではないかと思われる。
１）まず，機関としての代替性に関連して問題となるのは，会社の経営，
事業遂行における被害者の役割である。例えば，当該会社が直接被害者の
個人的な手腕にもっぱら依拠する形で事業を営むものであるか，といった
形で問題となる。この点に言及する裁判例は，賠償請求肯定例として，，
，（夫婦で受傷），，，，，，	判決，否定例として，
，
，，判決を挙げることができる。
しかし，このような基準を用いることは妥当であろうか。次の例ではど
うであろうか（
判決を元にした）。著名な美容師 Aが全額出資により会
社を設立し，会社名義で経営していたとする。Aは，自らも店頭に立ち美
容の仕事に従事する傍ら，数名の美容師を雇い美容室を運営していた。こ
の場合において，Aの同美容室の売上げに占める割合は４０パーセントで，
残りは，他の美容師の売上げであった。Aが事故により負傷し，店頭に立
てなくなったことによって，美容室の売上げは従前の６割にとどまること
になった。
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この場合において，上記の基準によれば，Aには機関としての代替性を
認めることができず，会社の損害賠償請求権は否定されることになるであ
ろう。その結果，A個人の報酬相当額の休業損害にかかる損害賠償請求権
が Aに認められるにすぎないことになる。しかし，会社が Aの全額出資
である以上，売上げへの貢献分を報酬の形で受け取るか，あるいは，会社
に留保するかは Aにとって基本的に問題とならず，Aはその貢献分に見
合った報酬を受け取っているとはかぎらない。この場合に，Aの他にも会
社の売上げに寄与している者がいることを理由に，会社の損害賠償請求権
を否定することは説得的な解決とはいえないように思われる
（２２）
。
２）次に，経済的一体性の基準に関連して，会社財産と被害者の財産の
分離を問題とする裁判例も多い。主として，納税申告に税理士が関与して
いるかどうかといった点が問題となる。賠償請求肯定例として，この点を
問題とするのは，判決である。賠償請求否定例としては，，，，
判決が挙げられる。
しかし，このような事情が，会社側からの損害賠償請求を左右する理由
となるであろうか。いわゆる法人格否認の事例においては，確かに，責任
財産の分離が不明確であることは，法人格否認を認めるべき一事情となり
うる。しかし，それは，会社の財産と社員の財産の混同が社員に有限責任
を認めるべき前提を失わせるからであって，ここで問題としているような，
個人が会社形態で営んでいる事業について生じた損害の回復を否定する論
拠とはなり得ないように思われる。直観的には，商法ないし会社法の規定
に従って会計帳簿をつけ，税理士に依頼して税務申告をしていた者が，そ
のことゆえに，会社形態で営む事業に生じた損害の回復を拒絶されるとす
れば不合理であるように感じられる。
３）また，個人会社という基準については，企業規模が個人企業という
間接被害者の賠償請求に関する覚え書き 155
にふさわしいものかどうかも問われることが多い。企業規模は，一般に従
業員数や売上高，資本金額などによって判断されている。この点を問題と
する裁判例は，賠償請求肯定例として，判決（この他，結果的に請求を
棄却したものの小規模会社であることを「経済的一体性」を肯定する根拠
としたものとして，判決），賠償請求否定例として，，，，判
決がある。
この点も，論拠は必ずしも明らかではないように思われる。確かに，企
業規模が大きい場合には，直接被害者に報酬相当額の損害賠償を認めれば
足り，それ以上には会社に損害賠償請求権を認める必要はないことはあり
得るであろう。それは，当該報酬相当額で，会社としては代替的な労働力
を入手し，損害を回避することができる場合が多いと思われるからである。
そうであれば，それは会社に損害が生じているかどうかという問題であり，
主張される会社の損害と加害行為との間の本来的な意味における相当因果
関係の問題に還元できるであろう。
４）以上の他，直接被害者の他に実質的な株主が存在するか，あるいは，
直接被害者が実質上全額出資を行って設立された一人会社であるのかとい
う点を問題にする裁判例も存する。この点を問題とするものは，賠償請求
肯定例として，，，	，
判決があり，否定例として，，判決が
ある。
この点も論理必然的な要請であるか，疑問を差し挟むことができる。
判決の判旨は，必ずしも被害者が一人社員であるかを問題としているわけ
ではないが，もし，ソロ歌手が事故によって出演不能となったための逸失
利益が賠償の対象となるとすれば，なぜ，法人化された４人組のバンドの
メンバー１名の負傷による逸失利益は賠償の対象ではないのであろうか。
この場合，全逸失利益のうち，社員３名の損害に相当する部分は，債権侵
害による損害に類似するものとして賠償を認める必要はないかも知れない。
156
しかし，負傷した１名の部分の損害については，賠償を認めることが公平
ではないかとも考えられる。
以上のように，私見では，下級審裁判例の実務は，代表者の受傷によっ
て個人会社に生じた損害の回復について，不当な制約を課しているように
思われる。その原因は，おそらくは，いわゆる間接被害者の損害賠償請求
権を原則として否定するべきものとしながら，法人格否認とのアナロジー
によって，例外的に会社側の損害賠償請求を認めるという論理をとってい
るためであろう
（２３）
。そこでは，会社の法人格が実質を有しないものであるこ
とが求められるために，会社の組織としての実態や，会計の分離といった
メルクマールが重視されることとなるのだと思われる。しかし，このよう
な理解は正当であろうか。この問題の出発点が，会社形態をとらない個人
企業主の受傷と個人会社の代表者の受傷とのバランス論であるとして，そ
のような考量が正当と感ぜられるのは個人会社の法人格の形骸化に由来す
るものなのであろうか。以下では，この点について，ドイツ法の扱いを簡
単に紹介したい。
．ドイツ法
基本的な判例として，２つの連邦通常裁判所の判例を紹介する。
BGH Urt. v.13.11.1973
（２４）
事実の概要
X（原告）は，訴外 A有限会社の単独社員であり，業務執行者である。
Xは，いくつかの訴訟において弁護士である Y（被告）を代理人としてい
たが，Yの誤った助言によって開示宣誓期日に出頭せず，このため Xは債
務者リスト（Schuldnerkartei）に登載されることとなった。A会社は，銀
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行から信用不足であるとみなされ，建築用途で取得した土地を更地で売却
しなければならなくなり，損失を被った。Xは，Yに対して債務不履行に
基づく損害賠償請求を行っている。原審は，損害が Xではなく A会社に
生じていることを理由に訴えを退けた。Xが上告。
判旨 破棄差戻し
「確かに，原則として，有限会社とその単独社員の間の法的な区別は尊
重しなければならない。したがって，法人という法的形態を安易にかつ無
限定に無視することは許されない……。……それにもかかわらず見過ごす
ことができないのは，有限会社の単独社員が，会社の損失や利益によって
直接に経済的な影響を受けるということである。判例はすでに一連の事案
において，一人会社，特に一人有限会社の実際の状況，すなわち，単独社
員が会社を支配しているということを考慮に入れ，一人会社と唯一の社員
を同視しており，しかもその際，２つの法主体の法的な相違を危うくする
ことをしなかったのである（例えば，法人格というベールを突き破った責
任の追及の場合において）。本件においてもこれが必要である。事業を営
んでいる者が，他の企業に資本家的に出資するのではなく，自分自身の企
業に，責任法の観点または税法の観点からの理由，あるいはその他の理由
から有限会社という法的形式を与えた場合，この会社は，少なくともここ
で問題となっている種類の事案においては，法的責任の観点からは，彼の
財産の特別な形式で運営されている部分（ein in besonderer Form verwal-
teter Teil seines Vermögens）にすぎない。社員が有限会社において自己
の活動によって獲得しあるいは失うところのものは，単独社員であるその
者に直接に関係するのである……。この場合，……有限会社の利益の減少
または増加が，事業経済上の理由や租税上の理由から，彼に利益として流
入し，または，損失として負担されるところのものと完全には一致しない
ということは重要でない。社員が第三者に有責に侵害され，彼の『特別財
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産（Sondervermögen）』に損害が生じた場合，加害行為と損害の間に帰責
可能な因果関係がある限り，加害者との関係では，彼が個人的に損害を被
ったとみなされるのでなければならない。これ以外の考え方は，経済的な
実質を無視し，加害者を形式的な状況から不当に免責するものであろう。」
本件では，Yの Xに対する債務不履行によって，一次的には Xにでは
なく，Xが一人社員であるところの A会社に損害が生じている。しかし，
A会社は XY間の委任契約の主体ではないために A会社は損害賠償請求が
できなかった
（２５）
。そこで，Xにより損害賠償請求が提起されたものである。
原審は，Xには損害が生じていないとして Xの請求を認めなかったが，判
旨は，法人格否認の法理を援用することによって，Xは加害者との関係で
は個人的に損害を被ったものとして Xの請求を認めるべきものとした。
判旨に対しては，２つの観点から批判が加えられた。
１つは，本判決が社員に有利な形での法人格否認を認めた点である。例
えば，Hüfferは次のように述べている。
「少なくともこれまでは，会社と社員の同一視は後者の利益においてな
されてはならないという点については少なくとも見解の一致が存在した。
裁判所は，この原則に少しも言及することなく，これを破っている。しか
し，この原則は維持しなければならない。この原則の正当化根拠は，単独
社員が今その不利益を甘受したくないと考えているところの法的形式は，
他ならぬ単独社員自身が自己の企業に与えたものであるということにある。
……法人格否認の法理の向けられる『方向』は，したがって逆向きにされ
るべきではない。」
（２６）
２つめは，判旨が Xの請求を認めたことによって A会社の債権者が害
されるのではないか，という点である
（２７）
。ここでは損害が会社に生じている
にもかかわらず，社員個人が賠償を受領する点が問題とされた。
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以上の批判を受けて連邦通常裁判所は，事実上，判例を変更するに至る。
BGH Urt. v.13.11.1977
（２８）
事実の概要
X（原告）は，A株式会社の役員会の会長であり，また，A会社の株式
の９９．１５パーセントを有している。Xは，スキー中の事故により Y（被告）
に傷害を負わされた。その結果，Xは予定されていた出張を取りやめるこ
ととなり，A会社は，製品の受注をキャンセルされ，損害を被った。Xは，
Yに対して A会社に生じた逸失利益に相当する損害の賠償を請求してい
る。原審はスイス法を準拠法として Xの請求を認めたため，Yが上告。Y
の主張は，ドイツ民法施行法１２条の規定により Xはドイツ法上認められ
ている以外の請求権を Yに対して行使することはできないというもので
あった。
判旨 上告棄却。
「事故により社員が就労できなかったために物的会社が利益を逸した場
合，ドイツ不法行為法は，通常，被害者である社員にのみ，当該利益の逸
失が被害者社員の持分に反映されたかぎりにおいて損害賠償を認めている。
……被害者は自己の損害の賠償を要求することはできるが，会社に生じた
損害を自己の損害として主張することはできない。これらはすべて，ドイ
ツにおける賠償義務が原則として直接被害者の損害に限定されていること
と，法人たる物的会社を独立の財産領域と責任領域の担い手として承認し
たことが結びついたことによるものなのである。」
「（直接的な被害者たる）社員と（『間接的に』のみ被害を受けた）社員
とのこのような区別は，被害者が物的会社の一人社員……である場合にお
いても原則としてドイツ不法行為法について妥当する。『一人』（“Ein-
Mann”）という人格に対して法的に独立の財産領域と責任領域を作り出す
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可能性こそが，いわゆる『一人会社』（“Ein-Mann-Gesellschaft”）が生ずる
きわめて重大な契機なのである。したがって，損害賠償法上の判断に関し
ても，一人会社は独立の帰属主体として尊重されなければならない。１人
の社員の手に会社持分が集中することは，加害者（本件における被告）の
不法行為責任の法律上の制限を放棄することを正当化しうるものではない
し，この損害賠償請求権が会社財産にどの程度帰属し，社員の財産にどの
程度帰属しなければならないかという問題も，『一人会社』においてその
意味を失うものではない。……それぞれの損害を経済的に考察しなければ
ならないとの要請も，物的会社の一人社員の損害賠償請求権について当該
原則を放棄することを正当化するものではない；むしろ，財産領域の分離
はまさに経済的な衡量によって決定されているのである。」
「［１９７３年の連邦通常裁判所判決は］上述の原則を緩和したり放棄したり
することを意図するものではない。むしろ，前提とされていたのは，その
ような損失は，まず会社財産に現れ，単独社員は，――複数の社員が存在
する場合と同様，――当該損失の『社員』財産への影響の賠償のみを要求
できるということである。当裁判所の見解によれば，……単独社員の固有
の損害の算定については，社員の会社に対する関係が……特別の役割をも
つということであり，これについては上記の判決に対する批判があるもの
の，変更する必要はない。」
「……単独社員が主張するのは，会社の損害ではない……；そのような
第三者損害の解消は，『間接』被害者の賠償権限の不法行為法上の制限と
矛盾するものであろう。また，物的会社の財産領域（及び責任領域）の社
員のための『否認』が認められるわけでもない……；そのような『否認』
は会社債権者の不利益において責任財産が減少する可能性があることに鑑
みても問題であろう……。むしろここで問題となっているのは，会社財産
の損失によって（社員）財産に生ずる損害の正確な算定なのである」
「もっとも，損害賠償の方法（ドイツ民法典２４９条以下）に関しては，次
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のことに注意しなければならない。すなわち，単独社員が……逸失利益の
賠償を請求している場合，賠償請求の対象となっている損失は，独立化さ
れた会社財産に生じた損害と同一であり，それについては，会社財産に対
する補填を行うことが，加害事象がなければ生じていたであろう状態を作
り出す（ドイツ民法典２４９条）に通常は最もふさわしいのである。そのよ
うな損害の規整は，責任財産としての２つの財産の厳密な区別の必要（das
Erfordernis einer strikten Unterscheidung beider Vermögen als
Haftungsmassen）を考慮するものであり，それは，いわゆる一人会社事
例においてまさに特別な意義を持つものである。その限りで，単独社員は，
会社財産に根ざした損害項目自体の賠償を要求するときには，会社財産と
社員財産の法的な区別を対抗されなければならない。たとえ『自己の』権
利に基づいてではあっても，単独社員は加害者に対して，原則として，会
社財産への損害賠償の給付のみを要求できるのである。」
本判決は，判例集の要旨において前掲の１９７３年判決を確認したものであ
るとされているが，実際には，１９７３年判決の判旨を連邦通常裁判所として
放棄するものであった
（２９）
。すなわち，１９７３年判決が法人格否認の法理に依拠
して会社の損害を社員の損害であると扱うものであったのに対して，本判
決は，社員の損害を会社財産に生じた損失が社員の個人財産に現れたもの
として扱っている。そして，この点については，損害額の算定の局面を除
けば一人会社も社員が複数存在する会社も基本的に異ならないという
（３０）
。
本判決のもう一つの意義は，社員が会社に生じた損失に起因する損害賠
償請求権を行使する場合，そこでの賠償の給付は，自らの個人財産に対し
てではなく，会社財産に対してなされるべきものであるとした点にある。
その実定法上の根拠としては，ドイツ民法典が定める原状回復による損害
賠償が挙げられている。しかし，その実質的な根拠は，判旨が強調してい
るように，会社財産と社員の財産が厳密に区別されなければならないとい
うことであった
（３１）
。
162
本件判旨の以上の２点については，現在においても基本的に維持されて
いる
（３２）
。
．結語
以上のドイツ法の取扱いは，我が国の企業損害の問題にどのような示唆
を与えるものであろうか。我が国においては，最高裁昭和４３年判決におい
て，単なる従業員の受傷による企業損害については，原則として，損害賠
償請求の対象とならないが，いわゆる個人会社における代表者の受傷の場
合には，例外として，会社による損害賠償請求をなし得ることが明らかに
されており，下級審裁判例においても，この最高裁判決が示した基準に概
ね沿った形で，会社による損害賠償請求の可否が判断されている。この最
高裁判決は，多くの論者が指摘するように，本来，直接被害者である代表
者の損害であるはずのものが，たまたま会社形態で事業を営んでいること
によって賠償の対象とならないのは不合理であるという価値判断に基づく
ものであり，そこでは，実質的には代表者の損害が問題となっていると理
解するのが妥当であろう
（３３）
。現に，下級審裁判例においては，会社の損害に
ついても代表者個人による損害賠償請求を認めるものがみられる
（３４）
。しかし，
そこで問題となるのは，「法人格否認の裏返し」としての最高裁判決の提
示する基準及びその下級審実務での運用が，このような実質論を十分に反
映したものといえるかということであろう。この点についての疑問は，上
述したところである。
ドイツにおいては，我が国で多く問題となるような企業損害の事例に関
しては，ドイツ不法行為法の構造上，会社側から不法行為による損害賠償
請求を行うことに困難があるため，直接被害者からの損害賠償請求がなさ
れることになる。このため，会社から損害賠償請求がなされることになる
我が国とは対照的である。しかし，ドイツにおいても議論の焦点は，会社
間接被害者の賠償請求に関する覚え書き 163
の損害を直接被害者の損害とみることができるか，という点であり，我が
国と同じ問題が別の形で現われているものとみることができる。連邦通常
裁判所は，当初，これを法人格否認の法理を援用することによって乗り越
えたのであるが，この議論は学説の批判を浴び，現在の判例においては，
法人格否認の法理を経由せずとも，直接被害者の持分に生じた損害として，
直接被害者の損害を肯定する論理がとられている。このように捉える限り
においては，他の共同出資者の有無や会社財産と社員の財産の分離といっ
た点を問わずに直接被害者の損害賠償請求が認められることになるであろ
う。それどころか，連邦通常裁判所の判例においては，むしろ，直接被害
者の損害賠償請求が認められる場合であっても，会社財産と社員の財産の
分離を重視して，原状回復原則といった法理によって，会社に対する賠償
の給付がなされることが原則とされているのである。
翻って，我が国の裁判例における取扱いを考えるに，実質的には社員（直
接被害者）の損害として処理するのが妥当である場合に会社からの損害賠
償請求を認めるというのであれば，そこでは，法人格の形骸化，社員によ
る法人支配などいわゆる法人格否認の法理に類似した基準をたてる必要は
ない。会社の法人格は，責任財産の分離や多数当事者間の法律関係の合理
的な処理のための手段であって，別の人格に帰属する財産というレトリッ
クは直ちに当該財産の減少が出資者の損害として現れることを否定するも
のではないからである。直接被害者は持分価値の減少という形で，より実
質的には，自己の財産のうちの法人という形式で管理された部分の減少に
よって損害を被るということができる。そうであるとすれば，直接被害者
が企業損害について損害の回復を受けうるのは，企業規模，出資，財産の
分離などのメルクマールから，実質的な個人企業と評されるかどうかによ
って決定されるのではなく，加害行為によって直接被害者が持分価値の減
少という損害を被ったかどうかによって決定されるというべきであろう。
そこでは，会社の損害が出資者の損害と評価できることを前提に，加害行
164
為と会社損害との間の通常の意味における相当因果関係が存在していれば
足りよう。
なお，我が国においては，民法７０９条の文言が不法行為債権者をいわゆ
る直接被害者に限定していない結果
（３５）
，企業損害については直接被害者では
なく，間接被害者たる会社から損害賠償請求がなされることが可能であり，
また実際にそのような請求がなされることが多い。このような取扱いは，
結果として，損害賠償が直接被害者の個人財産ではなく会社財産に対して
給付されることを保証するものであり，会社財産と社員の財産の区別とい
う点からは望ましい解決であるといえる。
注
（１） 損害ついては，いわゆる差額説と事実説の対立があり（例えば，内田貴『民法 II
債権各論』３５２頁以下（東京大学出版会，２００５）参照），この点についての捉え
方の違いは，本稿で論ずる問題の説明に差異を生ずる可能性がある（事実説を
とることにより，企業損害についても直接被害者からの損害賠償請求を認めう
るとする見解として，加藤了「企業固有損害の賠償請求について―若干の考察
と疑問と―」判タ３０３号５１頁，６０頁（１９７４））が，さしあたり，差額説を前提と
して論ずることとしたい。
（２） 不法行為によりある人が負傷し，その結果として勤務先などの会社に生ずる損
害には，大きく分けて２つのタイプがあることが指摘されている（幾代通『不
法行為』２５４頁以下（筑摩書房，１９７７）参照）。論者の言葉を借りると，「反射損
害」ないし「不真正第三者損害」と「固有損害」ないし「真正損害」である。
前者は，被害者の就労不能にかかわらず，会社が給与などを支払った場合に生
ずる会社の損害であり，これについて，会社が加害者に対する請求をなし得る
という結論には異論がない（賠償者代位〔民法４２２条〕の規定の類推などの法律
構成による。なお，ドイツ法にいう Reflexschadenは，必ずしも上記の意味に用
いられているわけではない）。後者は，売上の減少などの企業の固有の損害であ
る。本稿は，後者の損害を対象とする。
（３） さらには，間接被害者の損害賠償請求という，より広い問題の一環としても議
論されることになる。このような議論によれば，我が国の不法行為法上，直接
の被害者（例えば交通事故により直接に傷害を被った者）だけでなく，間接の
被害者（例えば直接被害者の近親者）も損害賠償請求の主体となりうるか，と
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いう問題の立て方がなされることになる（典型例として，東京地判昭和４６・１０
・２６判タ２７１号２３１頁）。そこでは，主として，ドイツ民法典８２３条１項がいわゆ
る絶対権侵害を受けた者のみを損害賠償請求権者としているのに対して，我が
国の民法７０９条１項は，そのような構造となっていないことをどのように理解す
るか，ということが焦点となる。この点について，例えば，好美清光「間接被
害者の損害賠償請求―最近の二つの判決を機縁として」判タ２８２号２２頁以下（特
に２３頁）（１９７２）参照。
（４） このような分類を採用するものとして，小栗孝夫「判批」別冊ジュリスト１０６頁，
稲田龍樹「間接被害者の損害」ジュリスト増刊１３０頁，加藤・前掲註（１）５１頁，
田邨正義「会社の代表者の負傷と会社の損害」遠藤浩編『交通事故（実務法律
大系第４巻）』２９３頁以下（青林書院新社，１９７３）などがある。
（５） 学説として，青竹正一「判批」ジュリ４７５号１７２頁（１９７１）。
（６） 青竹・前掲註（５）。
（７） 判時５１３号５７頁。
（８） 丸尾武良「企業の損害」判タ２１２号１０２頁（１９６７）。
（９） 下民１１巻２号３４１頁。事案は青果販売を業とする会社の代表取締役 Aが受傷した
結果，営業成績が悪化し損失を被ったと主張されたというものである。判旨は
以下のようである。「原告が原告会社に生じた損害として主張するものを見ると，
それは代表取締役である Aが会社のために行うべき業務が本件事故のために行
えなくなったことに因って会社に生じた損害である。法律的にこれを見れば会
社が取締役に対して有する職務執行の請求権が侵害せられたことによって会社
に生じた損害と認められるのである。しかしながら被告が前記の事故を起した
際に原告会社の有する取締役に対する右の請求権を侵害することの認識を有し
たものとは認められないし又その認識を持たなかったことに過失があったと認
むベき何の根拠もない。すなわち原告会社の利益侵害について被告に故意過失
の認むべきものがないから，本件事故により原告会社に対する不法行為の成立
すべき理由がない。」
（１０） 徳本伸一「間接被害者からの損害賠償請求」鈴木忠一＝三ヶ月章監修『新・実
務人事訴訟講座４』２６５頁，２７８頁（日本評論社，１９８２）。
（１１） 浜崎恭生「間接被害者」判タ２６８号１３６頁，１３９頁（１９７１）。
（１２） 浜崎・前掲註（１１）１３９頁。（「自身が利害得失を考慮して法人成りの途を選び別
個の法人格を設定した以上，この程度の不利益［法人成りをすることによって
そうしなければ得られたであろう賠償が否定されること］はやむを得ないとみ
るべきであろう」とする。）
（１３） ある会社の企業主ではなく，単なる従業員であっても，その会社の営業活動に
おいて重要な役割を果たしている人間というものは想定しうる。この者が事故
によって労働能力を喪失した場合，会社が被った損害について損害賠償請求を
166
なしえないとするのが判例である（例えば，名古屋高判昭和５６・１２・２３交民１４
巻６号１３２０頁）。しかし，因果関係という言葉の通常の意義からすれば，この場
合に相当因果関係を否定するのであれば，受傷者がやはり企業活動において重
要な役割を果たしているという点では同じである企業主についても相当因果関
係を否定するのが自然であろう。この場合に相当因果関係を肯定するのは，相
当因果関係という言葉に不当に多くの意義を盛り込み，かえって概念の有用性
を損なうのではないかとの疑問がある。
（１４） 相当因果関係説に対する基準は，主としてこの点に向けられている。例えば，
好美清光「判批」判タ２２２号８４頁（１９６８）。この他，平成１６年改正前民法７０９条１
項の権利侵害を違法性の徴表と解する違法性理論を，間接被害者の請求主体性
を認めるために用いることは行き過ぎであるとの批判もある（潮海一雄「間接
被害者の損害賠償請求」石田喜久夫・西原道雄・高木多喜男先生還暦記念『損
害賠償法の課題と展望』２０３頁，２０９頁（日本評論社，１９９０））。
（１５） 倉田卓次「交通損害と企業の損害」鈴木忠一編『会社と訴訟（上）』５１３頁，５４４
頁以下（有斐閣，１９６８）。
（１６） 加藤・前掲註（１）５４頁。これに対して，原則否定説に立つものとみる見解と
して，浦木厚利「判批」判タ１０９６号８４頁（２００２）。
（１７） 潮海・前掲註（１４）２１３頁参照。
（１８） 内田・前掲註（１）４３３頁。
（１９） 潮海・前掲註（１４）２１３頁。
（２０） 潮海・前掲註（１４）２１３頁，田邨・前掲註（４）２９７頁参照。
（２１） 多くの裁判例においては，会社代表者自身が受傷によって直接に被った損害に
ついて当該代表者自身が，また，会社に生じた損害について会社が原告となっ
ているが，便宜上，会社を X，代表者等を Aとして略記している。なお，以下
に紹介する裁判例は，必ずしも網羅的ではなく，多くの見落とした裁判例があ
ると思われる。より詳細な裁判例の検討については，他日を期したい。
（２２） 会社形態によらずに，個人商店を営んでいた者が収益の３割は接客等を行って
いた妻の寄与によるものであった場合，一般に収益の７割が損害賠償の金額と
なるものとされている（最判昭４３・８・２民集２２巻８号１５２５頁）。仮に会社形態
で事業を行っていた場合に，会社に損害が生じており，かつ，会社の収益が受
傷した被害者だけに帰せられるものではないことを理由として賠償請求を否定
するとすれば，均衡を失するように思われる。徳本・前掲註（１０）２７７頁以下参
照。徳本教授は，このことから企業の法人格の有無にかかわらず，労務価額説
が妥当するべきであるとし，会社からの賠償請求は受傷者個人の逸失利益と同
様に算定されるべきであるとする。さらに，教授は，このことから受傷者個人
の損害賠償請求に一本化する全面否定説の見解に理解を示す。
（２３） この点を明示する見解として，好美清光「判批」判タ２３４号７５頁（１９６９）。「いわ
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ば法人格否認の法理……の裏がえしともいうべきものとして，形式上会社損害
なるものを受傷者個人の損害として同人名義で請求させても実質論としてはす
っきりするような，財布共通の原則の支配する場合には，受傷者に対する加害
行為による会社の減収を会社名義で賠償請求させることも妥当しされうる。」こ
の他，内田・前掲註（１）４３３頁も法人格否認の法理に言及している。
（２４） BGHZ61, 380.
（２５） 第三者への保護効を有する契約と構成することにより A会社の請求を認めるべ
きことを示唆する見解として，Schmidt, Karsten, Wohin führt das Recht der Ein-
mann―Gesellschaft?, Kritische Überlegungen zum Urteil des BGH vom 13. 11.
1973, GmbHR 1974, 178.
（２６） Hüffer, Uwe, Eigener Schaden des Alleingesellschafters, Drittschadensliquidation
oder Vertrag mit Schutzwirknng bei Schädigung der Einmann-GmbH, NJW 1976,
83, 85.
（２７） Mann, Fredric A., Anmerkung, NJW 1974, 492.
（２８） WM1977, 461.
（２９） Hüffer, Uwe, Anmerkung, NJW 1977, 1285 ; Mann, Fredric A., NJW 1977, 2160.
（３０） 一人会社においては，損害額の算定に特別な考慮が妥当するかどうかについて
は，議論がある。否定的な見解として，Lieb, Manfred, Schadersersatzansprüche
von Gesellschaftern bei Folgeschaden im Vermögen der Gesellschaft, S.385, 386,
in : FS Fischer (1979).
（３１） 学説の多くの賛成を見ている。Vgl., Mertens, Hans―Joachim, §13Anh. I Rn.46,
in : Großkommentar zum GmbHG, 7. Aufl.（1979）. ただし，本判決は，加害者に
保護すべき利益がないことを根拠に個人財産への賠償給付を容認している。こ
の点については，保護されるべきは会社債権者の利益であって加害者の利益で
はないとの批判がある。
（３２） Vgl., Lutter, Marcus/Hommelhoff, Peter, §13 Rn.29f, in : Lutter/Hommelhoff,
Kommentar von GmbH―Gesetz, 16. Aufl.（2004）. 現在においては，一人会社にお
ける社員の負傷のような場合にかぎられず，会社財産に生じた損害によって社
員が損害を被った場合を一般的に包摂する形での議論がなされている。学説・
判例が展開するきっかけとなったのは，１９８６年の連邦通常裁判所判決（Urt. v.29.
6. 1986, WM1987, 1193）であった。事案は，X有限会社（原告）の業務執行社
員 Y（被告）が，訴外 A株式会社の取締役を兼任中に，A会社内部において不適
切な業務執行を行ったために A会社に損失が生じ，結果として X会社が損害を
被ったというものであった。X会社は，Yの業務執行者としての注意義務違反（ド
イツ有限会社法４３条）を理由に Yに対して損害賠償請求をした。判決は，X社
の損害を認めて，請求を認容すべきものとしたが，賠償は A社に対してなされ
なければならないとした。判旨においては，原状回復原則は根拠としては言及
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されておらず，資本維持原則と「すべての会社財産に共通する会社財産の目的
寄与（die allen Gesellschaften gemeinsame Zweckwidmung des Gesellschaftsver-
mögens）」が根拠とされている。１９７７年判決が挙げる実質的根拠がより洗練され
た形で表現されているものといえよう。
（３３） 例えば，徳本・前掲註（１０）２７８頁は，「実質は，A本人の損害に等しい内容のも
のが，法形式上は，会社 Xの逸失利益として現れるという現象が生じて」おり，
この場合にかぎり，「『受傷者本人の損害賠償請求の一変形』として，会社名で
の損害賠償請求を認めてもよいのではないか」とする。同旨，好美・前掲註（３）
２８頁。これに対して，幾代・前掲２５７頁は，さらに進んで，「直接被害者たる自
然人が，治療費等の損害のほかに，法人組織である企業の株主なり役員なり（あ
るいはその双方）として配当・給与・賞与，さらには残余財産分配の期待など，
の形式での得べかりし利益を喪失せしめられたという損害」として，直接被害
者が賠償請求をすれば足りるとする。徹底した見解であるが，このような構成
をとった場合には，ドイツ法の議論から示唆されるように，会社財産と社員の
財産をどのように確保するかという問題が生ずることとなる。
（３４） 判決参照。さらに，東京高判平１３・１・３１判時１７４３号７３頁は，会社代表者と
加害者との間に和解が成立した後に，会社から損害賠償請求がなされた事案で
あるが，代表者と会社との経済的一体性を認めた上で，「代表者において［会社
の営業利益の喪失に関する］相当額の得べかりし利益の請求をすること」も可
能であるとし，「代表者の受傷のために会社に生じた利益の喪失についても和解
の内容に反映されている」として，請求を棄却している。会社の損害賠償請求
を認める判例が，実質的には代表者の損害の賠償を認めるものであるとの理解
を前提とするものといえよう。
（３５） すなわち，平成１６年改正前民法７０９条１項は，「他人ノ権利ヲ侵害シタル者」の
損害賠償義務を定めていたが，この要件が判例・通説により，違法性の徴表と
して理解されていたことは周知の通りであり，現行民法７０９条１項は，「他人の
権利または保護に値する利益を侵害した者」としてこの点を明確にしたもので
ある。
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